
  

2022年５月 13日 

 

各      位 

会 社 名  Ｏ ａ ｋ キ ャ ピ タ ル 株 式 会 社  

代表者名  代表取締役社長        稲葉 秀二 

（コード番号 3113 東証スタンダード市場） 

問合せ先  執行役員 ＩＲ・ＰＲ室長  小玉 誠一 

       （TEL．０３-５４１２-７４７４） 

 

定款一部変更に関するお知らせ 

 

当社は、2022年５月13日開催の取締役会において、2022年６月23日開催予定の当社第161期定時株主総

会に、下記のとおり定款の一部変更について付議することを決議いたしましたので、お知らせいたしま

す。 

記 

１．変更の理由 

 （１）当社は、当社の今後の業容の拡大及び事業内容の多様化に備えるため、当社の現行定款第３条

の事業目的に所要の変更を行うものであります。 

 （２）今後機動的な資本政策を図るため、現行定款第６条（発行可能株式総数）について、発行可能

株式総数を現行の１億 5,000 万株から増加し、２億株に変更するものであります。 

 （３）「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第 70 号）附則第１条ただし書きに規定する改正

規定が 2022 年９月１日に施行されますので、株主総会資料の電子提供制度導入に備えるため、

次のとおり当社定款を変更するものであります。 

 ①変更案第 15 条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供措置をとる

旨を定めるものであります。 

②変更案第 15 条第２項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に記載する事項の範囲を限定

するための規定を設けるものであります。 

③株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定（現行定款第 15 条）は不要とな

るため、これを削除するものであります。 

④上記の新設・削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設けるものであります。 

 （４）経営基盤の一層の強化と充実を図るため、現行定款第21条に役付取締役として最高財務責任者

（ＣＦＯ）及び相談役を追加するものであります。 

 

２．変更の内容 

変更の内容は、次のとおりであります。 

                                         （下線__は変更部分を示します。） 

現 行 定 款 変 更 案 

第３条 当会社は次の事業を営むことを

目的とする。 

   （略） 

４．船舶用用品並びに食品の輸出入及

び販売 

 

 

第３条 当会社は次の事業を営むことを

目的とする。 

  （略） 

４．船舶用用品、食品、化粧品、医薬 

部外品、健康食品、食品及び飲 

料の企画、製造、輸出入及び販 

売 



   （略） 

16．和・洋・中華各種料理店の経営 

 

（略） 

41．広告・宣伝代理業 

 

 

 

45．レジャー及びスポーツに関する企

画、調査、情報提供サービス 

（略） 

62．著作物、商標等の使用権の販売及

びこれらを複製使用した録音テー

プ、録画テープ、ビデオディスク、

レコード、磁気カード、日用雑貨、

スポーツ用品、衣料品、室内装飾品

等の販売 

（新設） 

 

（新設） 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

  （略） 

16．和・洋・中華各種料理店を含む料 

理店の経営 

（略） 

41．インターネット等デジタルネット 

ワークを活用したマーケティン 

グ、広告宣伝を含む広告・宣伝代 

理業 

45．情報処理サービス業及び情報提 

供サービス業 

（略） 

62．著作物、商標等の使用権の販売及

びこれらを複製使用した録音テ

ープ、録画テープ、ビデオディス

ク、レコード、磁気カード、日用

雑貨、スポーツ用品、衣料品、室

内装飾品等の販売及び輸出入 

63．ファッション雑貨、医療機器の企

画、製造販売並びに輸出入 

64. 通信販売事業 

65．テレビ、ラジオ等の番組及び映像

等の企画、制作、販売並びに輸出

入 

66．展示会、イベント、セールスプロ

モーションの企画、運営、興行、

仲介 

67．オリジナル商品及びキャラクタ

ー商品（個性豊かな名称や特徴を

有している人物動物等の画像を

つけたもの）の企画、製造、販売

並びに著作権等知的財産権の管

理業務 

68．電子商取引に関わるコンピュー

タシステムの企画、開発、販売、

賃貸、保守及びコンサルティング 

69．プロモーション、パブリックリレ

ーションズ活動の企画、運営、コ

ンサルティング 

70．コンピューター、ソフトウェアの

開発、販売 

71．インターネットホームページの



 

（新設） 

 

63．前各号に附随関連する一切の事業 

（略） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

１億 5,000万株とする。 

（略） 

第 15条 当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類、事業報告、

計算書類及び連結計算書類に記載

または表示をすべき事項に係る情

報を、法務省令に定めるところに

従い、インターネットを利用する

方法で開示することにより、株主

に対して提供したものとみなすこ

とができる。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 21条 代表取締役は、取締役会の決議

によってこれを選定する。 

２．取締役会は、その決議によって取

締役のうちから取締役会長、最高

経営責任者（ＣＥＯ）、取締役社

長、最高執行責任者（ＣＯＯ）各

１名、取締役副社長、専務取締

役、常務取締役各若干名を定める

ことができる。 

 

（新設） 

企画立案、製作、運営 

72．前各号に関連するコンサルティ

ング業務 

73．前各号に附随関連する一切の事業 

（略） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

２億株とする。 

（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 15条 当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類等の内容で

ある情報について、電子提供措置

をとるものとする。 

２．当会社は、電子提供措置をとる事

項のうち法務省令で定めるものの

全部または一部について、議決権

の基準日までに書面交付請求した

株主に対して交付する書面に記載

しないことができる。 

第 21条 代表取締役は、取締役会の決議

によってこれを選定する。 

２．取締役会は、その決議によって取

締役のうちから取締役会長、最高

経営責任者（ＣＥＯ）、取締役社

長、最高執行責任者（ＣＯＯ）、

最高財務責任者（ＣＦＯ）、相談

役各１名、取締役副社長、専務取

締役、常務取締役各若干名を定め

ることができる。 

（附則） 

１．変更前定款第 15条の削除及び変更

後第 15条の新設は、会社法の一部

を改正する法律（令和元年法律第



70 号）附則第１条ただし書きに規

定する改正規定の施行の日（2022

年９月１日、以下「施行日」とい

う。）から効力を生ずるものとす

る。 

２．前項の規定にかかわらず、施行日

から６か月以内の日を株主総会の

日とする株主総会については、現

行定款第 15 条はなお効力を有す

る。 

３．本附則は、施行日から６か月を経

過した日または前項の株主総会の

日から３か月を経過した日のいず

れか遅い日後にこれを削除する。 
 
 

３．日程 

① 取 締 役 会 決 議 日  2022年５月13日（金） 

② 定時株主総会決議日 2022年６月23日（木）（予定） 

③ 効力発生日     2022年６月23日（木）（予定） 

以 上 

 


